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日本では不登校児童数が 19万人を超えた。
それらの児童の学習機会を保障し、かつ質の高
い支援をいかに提供できるか、そしてどのよう
な公教育制度を形成していくかが喫緊の課題で
ある。本論では、公的規制が届きにくいホーム
スクーリングに焦点をあて、多様な学習形態を
制度的に認めつつも、いかにすれば学習形態の
違いを越えて共通の基盤を形成する道を見いだ
せるのか、アメリカ合衆国オレゴン州の法規定
を通して考察した。

キーワード：  ホームスクーリング、公教育制度、
共通の基盤

はじめに

教育の在り方は社会を分断する危険を孕む。
公的にコントロールされた学校制度から離れて
自由な学校を設立したり、ホームスクールを選
択する人たちは社会から疎外されがちである。
本研究は公教育の中核となる公立学校から離れ
ていく人々がいる現実を踏まえ、それらの人々
の学習権を満たしながらも教育による社会の分
断を避け、共通の基盤を形成する道を探ること
を目的とする。本論では多文化国家アメリカ合
衆国オレゴン州の州規定を通して法律で就学義
務先として定められる公立学校とホームスクー

ルをつなぐ仕組みについて考察する。
ホームスクールの定義もオレゴン州法

（Oregon Revised Statutes：以後 ORSと略）の就
学義務免除規定（ORS 339.030 e）に基づき、「児
童の家庭における親あるいは法的保護者による
教育」とする。ただし、学習に対して公的支援
が様々提供されていることに加え、親が家庭教
師や地域の学習センターなどを活用することも
あり、親や保護者だけが教えていると解釈する
のではなく、学習に責任を有すると解釈するの
が適切である。
ホームスクールに焦点をあてるのは、日本の
不登校児童生徒の多くがよく似た状況にあると
予測できることと、学習形態として学校制度か
ら距離があり、安全と学習の質の両方で効果的
な公的支援や規制が届きにくいと判断できるか
らである。

COVID-19によってグローバルな行き来が困
難になっても、インターネット環境の整備と発
展によって、世界の人々は、益々グローバルな
環境の中で生きるようになっている。それゆえ
に価値観の異なる多様な個人や人種、民族の共
存のための努力は避けられない。多様性を受け
入れ、多様な教育ニーズを満たしながら、いか
にすべての児童の教育を保障し、かつ教育の質
を確保していくかという課題を背負っている。
日本では不登校児童の数が令和 2（2020）年
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度の調査では 19万人を超えてしまった（図表 1）
（文部科学省、2021a）。8年連続で増加し、過
去 5年間、小・中学校ともに増加傾向にある（図
表 1）。令和 2（2022）年度間の不登校児童生徒
の実態調査結果によれば、学校に行けなかった
間には、小・中学生ともに「勉強の遅れに対す
る不安」を感じている割合が小学生で 31.7％、
中学生が 44.7%と大きい（図表 1-2）。また支
援の活用状況では、外部の公的機関の活用は
40％程度である（文部科学省、2021b）。不登校
になってしまった児童の学習権をいかに保障し
ていくのか、また、その学習権を満たしていく
上での適切な公教育制度の今後の在り方はどう
あったらよいのか、ウイズコロナ＆アフターコ
ロナの日本が直面する大きな課題である。これ
は人々の自由と平等に関わる問題である。自由
と平等は常に諸刃の剣の側面も持ち、いかに
我々がそれらを実現していくかが問われる。教

育に対する公的関与と規制あるいは支援をどの
ようにすればよいのだろうか。これは教育実践
にもつながる重要な課題である。
海外に目を向けると、公立学校制度が充実し
ていると見える先進国であっても、公的に管理
された学校制度から逸脱して、より自由な学校
を設立したり、ホームスクーリングを選択する
人たちも少なくない。アメリカでは 1990年代
にすべての州でホームスクーリングが法律で認
められ、制度化されている。アジアでも韓国で
は政府の規制にも関わらず、オールタナティブ
スクールが増加、ホームスクールも制度化され
ていないが存在する。インドネシア、シンガポー
ルではホームスクールに関する法規定があり、
公的に認められている（中島編著、2020）。

COVID-19の発生はこのような流れにさらに
追 い 風 に な っ た。 ア メ リ カ 統 計 局 は、
COVID-19の教育への影響として、アメリカで

出典：  文部科学省（令和 3年）『令和 2年度　児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査
結果の概要』、p.15の図に□の中を筆者加筆。

図表１．令和 2年度小・中学校における不登校児童生徒数の推移（人）
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ホームスクーリングが増加していると報じてい
る１）。調査は 2020年の春と秋に実施され、そ
の間のホームスクーリングの割合の変化を分析
している。本調査ではホームスクーリングと
バーチャルスクーリングは区別されている。調
査は 2020年 4月 23日から 5月 5日と 2020年
9月 30日から 10月 12日の 2回実施され、回
答者自身の回答に基づき人種別に 2回の調査間
の変化を分析している（図表 2）。
筆者がアメリカのホームスクーリング研究を
始めた 2019年頃に公表されたデータではまだ
圧倒的に白人が多い実態があった（白人 3.8％、
黒人 1.9％）２）。ところが、今回のアメリカ統
計局による 2020年の調査結果は、人種に関わ
らずすべての人種でほぼ 2倍近く増加している
ことを示している。中でも目を引くのは黒人と
ヒスパニック系の人々の著しい増加である。黒

人の生徒が公立学校で人種差別に出会ったり、
様々な学習や活動機会が白人に比べ少ないこと
などの理由から公立学校から離れてしまう傾向
が増加していることは 2019年には既に指摘さ
れていることである（Hirsh, 2019）。だが、2020

年の春から秋の間に約 5倍になっている。この
ことは、COVID-19とそれによる学校閉鎖によ
る一時的な増加として考えることもできる。し
かし、一時的な増加ではなく、アメリカ教育の
ランドスケープを根本的に変えているとも見ら
れている。このホームスクールの増加の要因は、
在宅勤務など、親の働き方が柔軟になったこと
にあると分析されている（Hener&Donovan、
2021）。在宅勤務はオフィススペースが減らせ
るなどの経済的効果や仕事が家庭でできる良さ
もあり、パンデミックが去った後も一気にコロ
ナ以前の働き方に戻ることはなさそうである。

出典：文部科学省（令和 3年）令和 2年度不登校児童生徒の実態調査　結果の概要、p.7

図表 1－2．学校を休んでいる間の気持ち（安心や不安）について
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本論筆者は、黒人やヒスパニック系の人々の
間でホームスクーリングが急増した背景には、
アメリカ社会を揺るがし、社会の分断を鮮明化
している人種差別問題の影響もあるのではない
かと考える。日本でも ‘Black Lives Matter’ で広
く知られている。保護者が感染と差別による暴
力などの両方から子どもを守るためにホームス
クーリングを選択したとしても不思議ではな
い。Hirshは、ホームスクーリングの保護者達
は我が子の学びの新たな方法を開発し、徐々に
伝統的学校とホームスクールの間にある線を曖
昧にしているともいう（Hirsh, 2019、p.2）。つ
まりホームスクーリングの増加は、伝統的学校
から完全に脱することを意味するとは限らな

い。むしろ、伝統的学校とホームスクールのパー
トナーシップの在り方が改善され、強化されつ
つあることを示唆しているのかもしれない。
ホームスクールと学校との協力関係は 1980年
代の初め頃から進んでいる（長嶺、2003、図 1）。
佐々木（2009）は、「学校に通うホームスクー
ラー」の実態をホームステイという貴重な体験
をしながら報告している。
さらに本論執筆中も世界の危機感を増してい
るウクライナ情勢は、公教育制度の在り方にも
重要な示唆を投じている。ホームスクーリング
を支援できる体制と仕組みが作られていれば、
国内が大変な状況に陥り、子ども達が一時的に
海外に避難する事態に陥ったとしても、安全な

出典：  Casey Eggleston and Jason Fields （March 22, 2021）, “Census Bureau’s Household Pulse Survey Shows Significant 
Increase in Homeschooling Rates in Fall 2020” in ”Homeschooling on the Rise During COVID-19 Pandemic” の図に
英語部分を筆者翻訳・加筆

図表２．アメリカ合衆国におけるホームスクーリングに関する家庭調査
回答者による人種とヒスパニック系別割合（％）
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場所にいてオンラインでつながることさえでき
れば母語で学び続けられるのである。しかも母
語で教育プログラムを発信する拠点は必ずしも
国内である必要はない。
このように、複数の理由から、ホームスクー
リングへの対応が可能になる仕組みを作ってい
く必要性がある。コロナによって世界中で家庭
での教育の充実を図らねばならなくなった。そ
れが学校からのオンラインによる教育であれ、
自宅で創造する教育であれ、中核となる学校と
つながり、その質と実行可能性を高めなければ
ならない状況がありうることを示唆している。
しかしながら、教育の多様性は人種や民族、
宗教が絡まり、教育による社会の分断を引き起
こす一因にもなっている現実に目を向けなけれ
ばならない。アメリカではチャータースクール
と従来の公立学校との葛藤が多くの研究書や論
文で報じられてきた（Apple, 2001 : Fuller, 2000 

: Ravitch, 2013 : 鈴木、2016）。ホームスクール
も制度化されているとはいうものの、必ずしも
学区当局から歓迎されているとは限らない。
すべての人の個別のニーズを尊重し、学習権
を保障していくには、「ひとつのタイプがすべ
てにフィットする」（”one type fits all”）式で公
設学校によって実現されると考えにくい状況に
なってきた。ドイツやスウェーデンでは法律に
よって強制的に公的に定められた学校に就学す
ることが求められているが、日本でそこまでで
きるのか、またするべきか疑問である。吉井
（2000）が主張するように、「学校に行く」こと
に親も子もそして研究者も囚われていては、こ
の先、学校には行かなければならないがどうに
も行けないという親子の行き詰まった気持ちは
打開できない。子どもが主体的な生き方を追求
していけるような柔軟な制度になっていない。
アメリカ合衆国では、憲法において３）、我が

子を自宅で教育する権利が保護者の基本的権利

として認められ、特に特定の州のみが決定でき
る州に与えられた特権ではないと解釈する人も
いる（Klicka, 2000）。しかし、この権利に対す
るアプローチは州によって異なる。ホームス
クーラーが公立学校のプログラムに参加できる
権利を法令に明記する州や、その権利を個々の
学区や関与する機関などにゆだねている州もあ
る。
ホームスクーラーが公立学校の授業やスポー
ツ活動に参加できることを州法に規定している
のは、2000年の時点で既に 10州（アリゾナ、
コロラド、フロリダ、アイダホ、アイオア、メ
イン、ノースダコタ、オレゴン、ユタ、ワシン
トン）で、今後さらに増加することが予測され
る。オレゴン州ではホームスクールの形態は 1

種類であるが、アイオワ州では複数のホームス
クールのオプションを提供しており、その制度
と課題については宮口が既に紹介している（宮
口、2019）。ユタ州を除き、これらの州では平
等な機会に関する法律（Eqaual Access Law）が
成立していたと指摘されている（Klicka, 2000）。
ホームスクーラーが公立学校のプログラムへ
の平等なアクセスを保障されるには、複数の要
件が求められる。共通しているのは、（1）州の
ホームスクールに関する規定に従っているこ
と。（2）公立学校の生徒に求められるルールや
行動規範が求められる。（3）一定の学業成績の
証明が求められる。スポーツのリーグ戦でも、
一定の科目において一定の成績をおさめていな
ければ、スポーツ活動にさえ参加させないとい
う、「合格なくしてプレイなし」（‘no pass, no 

play’）のルールが一般化しているという。この
方針の是非はさておき、これはハイスクールの
ドロップアウトなどをなくしていこうという、
連邦政府の方針であるし、その方針を支持する
アメリカ社会の強い意思の表れと解釈できる。
だが、州によっては学区が参加を許可しな
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かったり、裁判でホームスクーラーにはその「基
本的権利（fundamental right）」がないと判断し
たケースもあることが指摘されている（Klicka, 

2000）４）。しかし、ホームスクーラーはこの要
件を満たしにくいのかどうか、あるいはこの要
件ゆえに公立学校のクラブやスポーツ活動への
参加を抑制してしまう状況があるのかどうか、
課題ではある。しかし、その後多くの州で教育
への平等なアクセスを実現しようとする法律が
制定されるようになり、より多くの州でその機
会が法的に認められつつあることは重要であ
る。また、後に紹介するが、ホームスクールを
望む保護者は「自由」を求め、公的領域と関わ
ることによってその自由が侵害されるのではな
いかと警戒している側面もある。つまり、公的
サービスや補助金の支給は、ひも付きの支援と
なり、様々な要件が課され、結局は公的コント
ロールの下に置かれることになり、自由を侵害
されることにつながるという不安である。
個別の教育ニーズを認めながらも、社会の統
合を推進するのは民主主義的社会における教育
に求められる潜在的機能である。アメリカは多
元的・多民族国家で、日本では想像もできない
ほどの多様な教育形態が認められている。しか
し、アメリカは多様な教育形態を越えて、いか
に共通の基盤を形成しようとしているのだろう
か。あるいはその意志は法令などから読み取る
ことができるのだろうか。オレゴン州の法規定
を例として検討する。

1．ホームスクールに関するオレゴン州の
法的位置

本論でアメリカ 50州のうち、全州における
ホームスクールに関する法令において、オレゴ
ン州の規定がどのように評価されているかを説
明する。この説明によって、なぜ本論であえて

オレゴン州を選ぶのかも説明したい。オレゴン
州法では「ホームスクールの生徒」とは、「家
庭教師、親あるいは法的保護者によって教えら
れている児童」を意味する（ORS 339.030）。
アメリカ合衆国では 50州全州においてホー
ムスクールが法的に認められ、制度化されてい
る。しかし、ホームスクールへの姿勢は州によっ
て異なる。アメリカ連邦教育省では海外駐在す
る軍関係者や一般家庭に対して、「海外学校担
当室：office of overseas schools」や「グローバ
ルコミュニティ・リエゾン担当室：global 

community liaison office」からホームスクーリン
グに関する情報を提供している。グローバルコ
ミュニティ・リエゾン・オフィスは、アメリカ
政府に直接雇用され、海外赴任している人々の
ためにサービスを提供している。その中で「ホー
ムスクール法的擁護協会：Home School Legal 

Defense Association （HSLDA）」 と HSLDA 

Internationalのウェブサイトが海外の家族に
とって助けになる情報源として言及されてい
る５）。アメリカでは教育行政の推進に様々な
NPO団体と連携していることを強調しておき
たい。

HSLDAは、ホームスクールを法的な側面か
ら積極的に擁護し、情報や必要なサポートを提
供する団体である。HSLDAなどの支援団体の
理念と活動とその強い組織力などについては、
長嶺が分析している（長嶺、2003）。ロビー活
動をし、法的にホームスクーリングを擁護する
姿勢を持つ団体であるため、データの中立性に
ついて疑問を投げかける人もいるかもしれな
い。しかし、HSLDAが各州におけるホームス
クールの法規定についてどのように分析し、分
類しているかは全米の傾向を知る上で参考に値
するものである。なぜならその分析は法規定の
文言の解釈によるものではなく、あるいはホー
ムスクールを実施しやすいかどうかという判断
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ではなく、特定の規定が「ある」「なし」で客
観的事実に基づいているからであり、法関連の
情報とサポートには連邦教育省も一定の信頼を
置いていると判断できるからである。

HSLDAは、全米のホームスクール法（規定）
を ” No notice/low regulation, Low regulation, 

Moderate regulation, High regulation の 4 種類に
分類している。HSLDAによるこの 4種類の説
明によれば、州の規定で保護者に求められる項
目が次のように異なり、規制がきつくなるにつ
れ、児童の学習保障への関与が高まることがわ
かる。

通知不要、規制低（No notice, low regulation）: 
州は保護者に対して学区あるいは州政府の
機関にホームスクールすることについて通
知を求めていない。

規制レベル低（Low regulation）:保護者は学区
にホームスクールをすることを通知しなけ
ればならない。

規制レベル中（穏やかな規制）（M o d e r a t e 

regulation）: 州は保護者に対してホームス
クールの通知、アチーブメントテスト結果、
そして /または生徒の進捗状況について専
門的な評価を学区に送ることを求めてい
る。

規制レベル高（High regulation）: 州は保護者に
対して、ホームスクールをする通知、アチー
ブメントテスト結果（スコア）そして /ま
たは専門的な評価を送ることを求めてい
る。加えて、その他の要件がある（例：州
によるカリキュラムの承認、教員あるいは
保護者の資格、担当官（officials）による
訪問があるなど）。

4種類の法規制の程度と特徴について 8州に
ついて表にしたのが図表 3である。この表から

わかるように、アメリカでは法律で定められて
いる就学義務年齢が多様であるが、18歳まで
規定している州もある。規制レベルが（中）、（高）
の州では、たとえホームスクールであっても、
かなり幅広い年齢段階まで学習評価結果や専門
的評価が求められているのがわかる。ミシガン
州など規制がほとんどない州については、教育
放棄などの問題がマスコミで報道される事例も
あり、ホームスクールに関する法規定を厳しく
する必要性を主張する声もある（L.Altavena, 

2020）６）。
本論で扱うオレゴン州は規制レベル（中）で
ある。ホームスクールの形態も州法に基づき家
庭で行う 1種類のみである。州法でそして /ま
た定められるカリキュラムはないが、児童の学
習状況については州で承認された総合的テスト
を受ける必要がある。試験は学習内容を規定す
る。州が認可する総合試験が適切な内容をカ
バーするものであれば、自然と児童はそれに合
う内容の学習を進めることになる。その試験は
有資格でニュートラルな立場の人の下で受ける
こと、またその結果を「教育サービス学区」に
提出することが求められている（州法
339.035）。「教育サービス学区」とは、通常の
学区を越えてサービスを提供するより広い学区
である。ホームスクールのように対象者が少人
数の場合、コストが高くつき、通常の学区では
対応しきれない。そこで「教育サービス学区」
は複数の学区をまとめて必要なサービスを提供
する。
試験結果が全国基準の下位 15％に入った場
合、1年内に追試が課せられる。2回目の試験
結果も低下傾向である場合、さらに 1年内に試
験が課せられる。この場合、教育サービス学区
の教育長の判断で、「このまま保護者や家庭教
師の指導で継続する」「教員資格のある教師の
指導にゆだねる」「保護者に児童を学校に通わ



40 2022 年度　こども教育学部研究紀要　第 2集

せるよう命令する」などの対処が行われる。
ただし、特別支援教育のプログラムやサービス
を学区から受けている児童については、そのプ
ログラムにのっとった評価が行われる。
日本において、ホームスクールをしているこ
とについて保護者から教育当局に通知がなく、
つまりは学習の状況について教育当局で把握さ
れることもなく、児童の安全と学習を見守る仕
組みのないホームスクールは受け入れがたいの
ではないだろうか。児童の安全の観点からすれ
ば、規制レベル（高）の州に焦点を当てるべき
かもしれない。しかし、2021年の時点では、

全米で 5州のみである。規制レベル（中）は
12州である。制度の受容度を考え、本論では
レベル（中）のオレゴン州を分析対象とした。

2．オレゴン州におけるホームスクーラーの数

2022年 5月の現時点でオレゴン州における
ホームスクーラーの数は把握されてない。通常
の学校における生徒数も 2020年から 2年間、
コロナのため、学校閉鎖が続き、正確な生徒数
は公表されていない。オレゴン教育局から公表
されているホームスクーラーの生徒数は 2015

出典：  Home School Legal Defense Associationのホームページより８州を中島が抽出して表にした。
規制の強度については分析は Home School Legal Defense Associationによるものである。
https://hslda.org/post/how-to-comply-with-massachusettss-homeschool-law（2021年 3月 15日最終アクセス）

図表３．８州における法規制の程度と特徴
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年度の数で、合計 21,767人である。しかし、
先にも述べたように、アメリカ統計局の調査で
は全米でホームスクーラーの数が増加してい
る。コロナ後は自宅で教育を受ける機会が増え
ていることもあり、この数が増加している。ア
メリカ統計局の家庭動向調査では、オレゴン州
でも 2020年 4月 23日から 5月 5日の間にホー
ムスクーリングにしている家庭の割合は 8.3％
であったが、2020年 9月 30日から 10月 12日
の間には 13.0％に増加している（US Census 

Bureau, 2021）。

3．ホームスクーラーを公立学校につなぐ
学校種間の連携

以下では、オレゴン州を事例にホームスクー
ラーを公立学校につなぐ複数の仕組みを紹介す
る。

（1）  アメリカにおける就学義務と公立学校の位
置づけ

日本では義務教育は学校教育法に定められる
学校への就学を基本としている。定められる学
校は、国、地方公共団体、学校法人によって設
置されることが明記されており、私立の学校も
入る。しかし、アメリカでは一般的に「公立」
学校（public school）への就学義務が州法で規
定されている。オレゴン州でも就学義務として
指定されている学校は公立学校である。この点
が日本と決定的に異なる点である。オレゴン州
法では以下のように規定されている。なお、必
要に応じて括弧内に英語を記載し、意味をより
明確にした。

（2）就学義務
オレゴン州法では、就学義務について次のよ
うに定められている（339.010就学義務）

①   339.030条に示された場合を除き、6歳か
ら 18歳までで 12学年を終了（complete）
していないすべての子どもはフルタイム
の公立（public）学校におけるすべての学
期間、定期的に出席（attend）することが
求められる（required）。

②   公立学校に登録されているすべての 5歳
児は、登録されている期間は学校に定期
的に就学することが求められる。

オレゴン州法では、339.030条に示される就
学免除以外は、すべての児童について就学期間
を 6歳から 18歳までとしている。しかし、5

歳でも公立学校に登録されている場合、登録さ
れている期間の就学が求められている。就学義
務の前提となっているのは先に述べたように、
①公立であること、②フルタイムであることが
法律の文言に記載されていることである。具体
的には、「フルタイムの公立学校（public-full-time 

school）」への就学であり、法律に定められた
期間の就学を意味している。通常は 1か月 20

日で（336.010）、オレゴン州行政規則（Oregon 

Secretary of State Administrative Rules：OSSAR）
では、教育段階によって下記のように年間の授
業時間数が異なる（OSSAR 581-022-2320）。

年間の授業時間
1日に超えてはい
けない授業時間

幼稚園― 8学年 年間 900時間 8 時間

9学年―11学年 年間 990時間 8.5 時間

12学年 年間 966時間 8.5 時間

日本ではフルタイムの就学が当然として受け
止められているが、オレゴン州ではハーフタイ
ムも法令で定められている。幼稚園から 8学年
までの年間の授業時間は 900時間であるが、も
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し、学区が 900時間以下の授業時間とする場合、
その幼稚園のプログラムはハーフタイムとみな
される。そして学区はその学区内のすべての幼
稚園児がミニマム年間 450時間の授業時間を受
けられるようにスケジュールしなければならな
い。フルタイムではないが公立学校に在籍する
ことが可能であるため、「フルタイム」の文言
は重要である。
ホームスクーラーに関しては、Isenberg（2007）
の論文において、ホームスクーラーのうち、ホー
ムスクールと通常の学校の両方をパートタイム
で就学している児童が 20％ほどいることが報
告されている。そのほとんどが 1週間に数時間、
公立学校の授業に参加していると述べている。
また、約 7割が平均、週に 5日間、学校に通っ
ている報告もあるという（宮口、2020）。

（3）保護者の義務
保護者の義務の定め方にも若干、違いがある。
日本国憲法第 26条では保護者の義務として

「法律の定めるところにより、その保護する子
女に普通教育を受けさせる義務を負ふ。」と定
められる。一方、オレゴン州法では保護者の義
務を以下のように規定している。

339.020  子どもを学校に通わせる義務
（Duty to send children to school）
オレゴン修正法 339.030に規定されている
場合を除き、6歳から 18歳までの児童で
12学年を修了（completed）していない児
童についてコントロールを有する（have 

control of）すべての者は、子どもを学校の
すべての期間、学校に通わせ、維持しなけ
ればならない。
（2）もし、コントロールを有する 5歳児を
公立学校に入学させた場合、その者はその
児童が登録されている間は公立学校に通学

させ、就学を維持し、通常の就学（regular 

attendance）をさせなければならない。

日本では「就学」という一言ですべてが語ら
れているかのようであるが、オレゴン州では、
「学校に通わせ、維持しなければならない」と
継続的に就学させることを明示している。また、
日本では「保護者」という表現を使用するが、
オレゴン州では guardian とか parent ではなく、
have control of という表現を使っている点、多
様な家族形態が存在するアメリカにおける児童
の様子を想起させる。しかし、条文の他の箇所
では、parent や legal guardianという表現も使用
されている。就学義務の責任を負う者について
は、その幅が広く認識されていると言える。

4．就学免除

日本では就学は公立でも私立でも法的に認め
られる学校であれば就学義務を満たすことがで
きる。しかし、オレゴン州では私立学校やホー
ムスクーリングの就学については就学免除規定
の中に含まれている。

339 .030  就学義務免除（Exempt ions  f rom 

compulsory school attendance）：諸規則
（1）児童が以下の場合、フルタイムの公立学校
への就学を求めなくても良い。
（a） 私立または教区学校（parochial school）

で、通常の公立の幼稚園から 12学年ま
でで教えられている学習コースを受け、
1994-1995年度の公立学校の就学期間に
匹敵する期間を就学している児童。

（b） 公立の K-12までと同等の知識を獲得し
たことを学区当局が満足できる程度に証
明できた児童

（c） ハイスクールのディプロマあるいは修正
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ディプロマ（modified diploma）を有し
ている児童。

（d） 通常の公立学校の幼稚園から 12学年に
匹敵するコース内容を私的な教師によっ
て同等の期間教えられている児童。

（e） 児童の家庭で親あるいは保護者によって
教育を受けている児童

（f） 6歳の誕生日が学校の始まる 9月 1日あ
るいは前日に来た児童で、親あるいは法
的保護者が児童が居住する地域の学区当
局に対して文書で児童の認知、社会的あ
るいは肉体的発達を考慮して、就学を 1

年のみ遅らせる意図を知らせた場合。
（g） 非移民ビザで合衆国に居り、私立のハイ

スクールあるいはカレッジに入学するた
めの準備として認証された私立の英語学
習者用プログラムに参加している児童。

（h） 法律によって就学から除外されている
（excluded）児童。

以上のように、オレゴン州では免除対象とし
て 8つの要件が定められている。（a）（b）（d）
で明らかに示されているのは、私立学校であれ、
教区学校であれ、また私的家庭教師による教育
であれ、公立の幼稚園から 12学年まで（K-12）
の教育に匹敵する教育内容と期間が基準となっ
ていることである。就学免除があっても基本的
にこの基準を満たすことが求められる。
日本では、義務教育が公立だけでなく私立も
含め、学校教育法で以下のように規定されてい
て、公私の別はない。オレゴン州と日本におけ
る義務教育の違いは、オレゴン州では就学先が
あくまで「公立学校」に定められていることで
ある。それ以外の就学は、就学義務免除として
の扱いになる。

学校教育法
第十六条　保護者（子に対して親権を行う
者（親権を行う者のないときは、未成年後
見人）をいう。以下同じ。）は、次条に定
めるところにより、子に九年の普通教育を
受けさせる義務を負う。

しかし、（e）の家庭で親あるいは法的保護者が
教育している場合、つまりホームスクールにつ
いては、公立学校に匹敵する期間や内容に関す
る文言は条文にはない。これは後に示すが、オ
レゴン修正法ではホームスクールについて詳し
い、そして若干厳しい規定があるからであって、
家庭で学ぶ児童の学習内容や基準について定め
がないわけではない。
（f）の規定内容にある、児童の認知的、肉体
的、社会的発達を考慮して 1年入学を遅らせる
ことは、アメリカでは特殊なことではない。障
害のある児童への配慮とのみ考える読者も多い
のではないだろうか。しかし、アメリカでは障
害がなくても、学校での学習において有利にな
るように、あえて就学を遅らせる保護者はいる。
男女で比べると言語発達は就学当初は女子の方
が早い傾向があり、男子が入学を遅らせる傾向
がある。また、本論筆者の知人にも、日本から
来て 1年ほどの男児の小学校入学を 1年遅らせ
た方がいいのではないかと幼稚園の教師から声
をかけられた人がいる。知的にも肉体的にも問
題のない児童である。日本ではこのような習慣
がないこともあり、知人はこの提案を問題外と
して却下した。
日本では義務教育は無償である。アメリカで
も義務教育は無償であるが、オレゴン州法では、
学校のある地域に居住する児童の 5歳から 19

歳までは無償としている。ただし、学区内か、
学区外かで対応が異なる。学区のスクールボー
ド（日本の教育委員会にあたる）は学区外の児
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童も受け入れることができる。その場合、学区
外の児童には授業料も設定することができる
（339.115（1））。しかし、学区外の児童の入学
と授業料を考える際に、人種、性別、性的指向
性、民族、出身国、障害、健康状態、個別の学
習プログラムを有している否か、収入レベル、
住居、英語能力、運動能力、学力で判断されて
はならないとしている（ORS 339.128）。

5．就学義務免除者と公立学校との接点：
インタースカラスティック・アクティビティ

（1）インタースカラスティク・アクティビティ
アメリカでは公立学校以外の学びの場で学
ぶ、すなわち、就学免除措置になっているホー
ムスクールや公立のチャータースクールで学ぶ
児童も公立学校で勉強や活動ができる、いわば、
二重在籍を認めている州もある。オレゴン州で
はインタースカラスティック・アクティビティ
と呼ばれ、ホームスクールと公立学校の両方で
定期的な活動が可能な仕組みが作られている。
強調したいのは、学校種や学びの場を行き来し
やすい制度の柔軟性があることだ。オレゴン州
でも以下のように定められ、地域の従来型公立
学校やチャータースクール、ホームスクールで
学んでいる児童でも、必要に応じて公立学校の
授業やクラブ活動などに参加することができ
る。
日本でもスポーツ競技に関しては地区大会あ
るいは地方大会などの域内での活動があるが、
オレゴン州におけるインタースカラスティッ
ク・アクティビティは、年に 1回や 2回の競技
大会や交流イベントだけをさすのではなく、幼
稚園から 12学年の学期間中の「体育」、「音楽」、
「スピーチ」、その他同様のあるいは関連する諸
活動が含まれている。州法 581条に定められる
学区間の移動上の合意には、「体育」、「音楽」、「ス

ピーチ」、その他同様のあるいは関連する諸活
動だけに限定されないとも記載されている
（581-02100019（e））。幼稚園から 8学年までの
すべての生徒に対して、正規の授業前あるいは
授業後の活動が提供され、その活動は必ずしも
他の学校の生徒との交流活動である必要はな
い。

（2）  インタースカラスティク・アクティビティ
への参加拒否の禁止

従来型の公立学校の授業や課外活動に地域の
チャータースクールやホームスクールで学んで
いる児童が参加することを拒否することは法律
で禁じられている。オレゴン修正法では、他の
学校での就学や転校などの理由で拒否すること
も禁じている。以下のように記載されている。

インタースカラスティック・スポーツ活動
（interscholastic athletics）への参加を拒否で
きない理由（339.450）
　学校、学区あるいは学区連合会は、公私
に関わらず、いかなる学年でもあるいはハ
イスクールの生徒でも、転校、オレゴン修
正法 338.005に定められる公設のチャー
タースクールでの就学、他の学校の体育活
動に参加したという理由のみでインタース
カラスティック・アスレティックへの参加
を拒否できない。

（3）参加要件
しかし、学区内の通学区で提供されるイン
タースカラスティック・アクティビティに参加
するには、一定の要件を満たさなければならな
い（ORS 339.460）。ホームスクーラーについて
は、学区または学級の出席要件を満たさなけれ
ばならないが、公立チャータースクールの生徒
については、学区及び学級の出席要件を除き、
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学区のすべての資格要件を満たさなければなら
ない。満たさなくて良いのは、以下の 2つであ
る。
（あ）学区または学級の出席要件
（い）  インタースカラスティク・アクティビ

ティを主催するボランタリー組織のク
ラス要件

ホームスクールあるいは公立チャータース
クールの生徒は以下のどれか 1つの要件を満た
さなければならない。

A． 州が採用する州テストで全国基準の下か
ら 23％またはそれ以上の成績を達成し
ている。生徒は毎年、学年末に試験を受
けなければならない。生徒の親あるいは
法的保護者は翌年の資格決定のために、
試験結果を学区に提出しなければならな
い。

B． 生徒の親または法的保護者と相談の上、
州テストに代わって学区が採用する要件
を満たす。インタースカラスティック・
アクティビティに参加できるかどうか学
区が決定するために、学習サンプルの
ポートフォリオなどを提出することも含
まれる。

Aで定められる試験結果を待つ間も生徒たち
はインタースカラスティック・アクティビティ
に参加できるが、試験結果が要件を満たすもの
でない場合、その年と翌年は参加できない。翌
年末（2年目の年）に再び試験を受け、求めら
れる基準を満たすことができれば、3年目に参
加できるようになる。
当然のことではあるが、ホームスクールの生
徒あるいはチャータースクールに就学している
生徒はインタースカラスティック・アクティビ
ティに参加する他の生徒たちと同様の責任、行

動やパーフォーマンス基準を満たさなければな
らない（must）。また参加している間は公立学
校の諸要件をすべて満たさなければならないこ
とも州法に記載されている。
さらに、インタースカラスティック・アクティ
ビティに参加するホームスクールの生徒あるい
はチャータースクールに就学する生徒は、学区
内に居住していなければならない。
なお、次で少し紹介するが、チャータースクー
ルに就学する児童生徒については、学区との合
意に基づき、授業料を払わなければならない。

6．ホームスクールとチャータースクール
の連携

チャータースクールは公民権に関するもの以
外は、教育に関する規定に従うことが免除され、
学区当局の規制を受けずに自律的に学校運営が
でき、革新的な教育実践を可能にする公設学校
である。学区によって運営される場合もあるが、
公設民営が可能な学校種である。しかし、公費
によって設置されることから、あくまで public 

schoolの範疇にある。国際的な市場主義思想の
広まりとともに国際的に影響をもたらしたが、
チャータースクールに対しては批判も少なくな
い。公設公営の従来の公立学校との間に葛藤と
亀裂が生じ、アメリカの公立学校の崩壊をもた
らすと批判されたりもした（D.Ravitch, 2013: 

鈴木、2016）。本来は社会を統合する機能を果
たすことが期待される教育によって社会の不安
定化が引き起こされた。しかし、チャータース
クールは、アメリカ社会に根付き、アメリカに
おける多様な教育ニーズを満たしてきた。特殊
な事情で従来の公立学校に適応できない児童生
徒や人種、宗教など、公立学校では満たしにく
い教育ニーズを満たしている。チャータース
クールは、従来の伝統的な公立学校とホームス
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クールとの間にあって、どちらで学ぶ児童も受
け入れているし、相互に連携可能である。
チャータースクールは公設学校として公費の
補助がある。また、何より教育実践において柔
軟性があるため、ホームスクーラーのニーズを
満たしやすい。そのことはホームスクールを実
施する家庭にとっては、助かることである。そ
のため、チャータースクールを活用するホーム
スクーラーもいる。つまり、チャータースクー
ルがホームスクーラーを受け入れ、学習形態を
大きく変えないで学校に所属できることにな
る。チャータースクールにはその児童分の公費
が支給される。コロナの前には、このような
チャータースクールの活用により、私立学校へ
の就学が若干、減少したと報じられていた
（Stephanie Evert, 2013：中島、2020）。
インタースカラスティック・アクティビティ
を提供していないチャータースクールの児童生
徒が、学区内の公立学校におけるインタースカ
ラスティック・アクティビティの参加が拒否さ
れることは法律で禁じられている。ただし、
チャータースクールの児童生徒の場合、イン
タースカラスティック・アクティビティを提供
する学区あるいは学校に定められた料金を支払
わなければならない。また、単位取得のために
コースに参加するには別に授業料の支払いが求
められる。この料金は生徒一人につきいくらに
するか、学区とチャータースクールとの間で合
意した金額であり、児童生徒が参加するイン
タースカラスティック・アクティビティの数に
関わらず、年に一度支払われる。
以上のように、オレゴン州ではホームスクー
ラーが公立学校の教育活動に直接、あるいは
チャータースクールへの所属を介して参加でき
る仕組みが作られている。

考察

1．法的認知と公私協働の支援
オレゴン州の州法では、就学義務が定められ
ている公立学校に行かない、あるいは行けない
児童も法律の枠外に放置されていないことをま
ず確認したい。従来の公立学校以外における学
習は就学免除規定の中で法的に認知され、ホー
ムスクールも法的規制と公的支援の対象となっ
ている。
ホームスクーラーは届け出が求められ、学区
当局（教育委員会や教育サービス学区）によっ
て様々な支援が提供されている。本論では詳し
く紹介していないが、既にアメリカ全土でホー
ムスクールを支援するビジネスや NPOが多く
存在し、HSLDAのように国際的にアメリカ人
のホームスクーラーに法的支援を提供していて
連邦教育省の公式ウェブサイトにも出てくる支
援団体が存在する。
鈴木七海（2018）がその修士論文の中で指摘
するように、児童が「不登校」という否定的な
イメージを伴う言葉によってその存在と学びが
表現されるのではなく、法的に認知され、公的
支援とそして学校とのつながりのある開かれた
場でひとつの価値観だけに固まってしまうこと
なく、異なる学び方を試みることができるとい
うことは重要ではないだろうか。

2．教育の質保障への取り組み
強く印象付けられるのは、教育の質へのこだ
わりである。特別支援対象の児童以外は、ホー
ムスクールでも、チャータースクールでも、州
の共通テストの受験が義務付けられている。
州が定めるコアとなる科目における共通テス
トは基本的には全米の州で実施が推進されてい
るものである。一般的に標準テスト（standardized 

test）と呼ばれ、学力評価が標準化されたテス
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トで行われることに反対する教員団体もある。
しかし、学びの形式に関係なく、対象となるす
べての児童生徒に義務付けることによって、共
通の学びとその質を保障していこうとしてい
る。このことは共通の基盤形成の観点からも重
要である。どこでどのような形式であれ、ほぼ
共通の学びを共有していること、そのことは B. 

アンダーソンの言葉を借りれば、「想像の共同
体」である国民形成にとって重要な意味を持つ。

3．共通の基盤形成
オレゴン州では州法で定められる公立学校へ
の就学が免除されている場合でも、特別支援教
育対象の児童生徒を除き、ホームスクールでも
チャータースクールで学ぶ児童でも、公立学校
でいわばパートタイムのように必要なコースを
受講したり、クラブやスポーツ活動などに参加
できる仕組みを作っている。日本の義務教育の
場合、登録したらその学校のすべての授業や行
事に出席するのが前提である。後に述べるが、
公的規制から自由でありたいと望む保護者に
とって、諸刃の剣であるかもしれないが、児童
にとってはたとえ部分的であっても公立学校に
通い、地域の子ども達とともに学ぶ教育機会が
開かれていることは重要である。特に、ホーム
スクールを選んだ児童も 1年後には公立学校に
戻ることが稀ではないこと、大学入試の SAT

を受けるまでには多くのホームスクーラーが学
校に戻るという指摘もあることから、この仕組
みは児童がスムーズに公立学校に戻る上で重要
である。やがて高等教育機関への入学によって、
アメリカ社会の公教育の枠組みに合流していく
道が開かれていると考えられる。

4．  公立学校の教育への平等なアクセスに関す
る賛否の議論
これらの法規定を通して、アメリカ社会があ

くまで公立学校を中核として、多様な学びの
人々をアメリカ社会の仕組みに包摂していこう
とする姿勢が読み取れる。とは言え、それは政
府の立場に立った場合の理解である。ホームス
クールを支持する人たちの中には、宗教的信念
や教育思想の観点からホームスクールを選んで
いる人や、公立学校への不満からホームスクー
ルを選ぶ人たちもいる。その背景は多様である。
公立学校で提供している授業や活動にホームス
クーラーが参加できることは児童生徒の教育と
社会全体の共通の基盤形成という両面で好まし
く思えるが、異なる考え方の人たちもいる。本
論では、この議論について深く考察することを
目的とはしないが、公教育のあり方を考える上
で、重要な側面であると考える。そこで以下に
その賛否の意見を紹介する（Klicka, 2000）。
HSLDAのメンバーとしてホームスクーラーを
擁護し、ホームスクーラーの立場をよく知る
Klicka は、ホームスクーラーの中でも意見が分
かれていることを紹介している。Klickaによれ
ば、公立学校が提供する教育サービスへの平等
なアクセスに反対している人々も少なくないと
いう。その理由は、
①　  政府のサービスはひも付きである。我々
は自由を獲得するために非常に一生懸命
闘ってきた。ただでついてくる景品
（freebies）で獲得した自由（freedom）を
犠牲にしてはならない。

②　  もし、州や学区がホームスクーラーにド
アを開くことを法制化し始めると、すべ
てのホームスクーラーが定義され、規制
されることになるだろう。

③　  サービスを利用する個人は徐々に政府に
依存するようになり、自由を制限する新
たな規則も受け入れてしまいがちになる
だろう。

④　  政府がアクセスを許すようになれば、
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ホームスクーラーにとって私的なオール
タナティブは生じにくくなるだろう。

一方、ホームスクーラーの中にも公立学校に
よる教育サービスへの平等なアクセスが開かれ
ることを支持する人たちもいる。彼らは、ホー
ムスクーラーが公立学校のプログラムから締め
出されるのは不公平だと主張する。なぜなら：
①　  ホームスクールの家族はコミュニティの
メンバーであり、子どもを公立学校に通
わせている家族と同じ税金を支払ってい
る。その税金でもって公立学校は維持さ
れているのであり、ホームスクーラーが
図書館、病院、公園などから締め出され
ることは受け入れられないように、公立
学校のプログラムを受けられなくするこ
とも受け入れられない。

②　  ホームスクールで学ぼうが、キリスト教
系の学校で学ぼうが、生徒は生徒である。
公立学校で学ぶ生徒には特定の経済的、
あるいはキャリアーの上で有利な面があ
る。家庭で教育を受けた生徒も要件を満
たせば、この利益を受けられる機会を否
定されるべきではない。

③　  親は公立学校における活動で彼らの子ど
もにとって最も良いと判断するものがあ
れば、それを選択することを許容される
べきである。

日本の場合、ホームスクールというと「自由」
というより「学校にいけなくなってしまった」
不自由さに苦しむ不登校児童生徒を想像してし
まわないだろうか。ところが、令和 2年度の不
登校に関する調査結果では、学校を休んでいる
間に子ども達がどう感じているか選択肢を設定
して問うている。最も多いのが、小学校では
「ほっとした・楽な気持ちだった」（37.6%）、ほ

ぼ同じ程度に多かったのは「自由な時間が増え
てうれしかった」（36.9%）である（図表 1-2）。
しかし、「勉強の遅れに対する不安も同様に多
い（31.7%）。中学校の場合、「勉強の遅れに対
する不安」（44.7%）「進路・進学に対する不安」
（40.8%）」が多い。その次に「ほっとした・楽
な気持ちだった」（36.5%）「自由な時間が増え
てうれしかった」（34.7%）が続く。勉強の遅
れや進路に対する不安は保護者も感じることが
多く、保護者が感じる不安が児童の不安を増幅
している可能性も高い。私たちはアメリカで発
展しているホームスクーリングと公立学校をつ
なぐ仕組みや多方面からの支援プログラムの開
発に学べることがあると考える。

本論の課題と限界
最後に本論の限界について述べておく必要が
ある。COVID-19やそれに続くオミクロン株に
よって現地調査ができていないことが本論の限
界である。法規制と現実にはギャップやズレが
つきものである。現地の人々が本論で扱ったシ
ステムをどう受け止めているのか、現地に赴き
調査し、理解してくる必要がある。また、学校
閉鎖があり、最新の統計データが公表されてい
ないなど、データ収集の上でも限界がある。更
に過去 2年間は、公立学校がホームスクーラー
やチャータースクールの児童生徒に対して通常
の教育機会を提供しにくくなっているととも
に、ホームスクーラーが増加し、公立学校との
関係性にも法規定だけではわからない若干の変
化が生じていることが予測される。法規定は社
会情勢に応じて改正されていくが、改正される
段階ではすでに社会の変化が生じている。今後、
海外調査が実現することを祈り、今後の課題と
したい。
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Abstract

Pursuing Common Ground: Social Will to Include 
Homeschoolers in Public Education System Through the 
Analysis of Oregon Revised Statutes in the United States.

Chie NAKAJIMA１）

In Japan, the number of pupils who cannot attend formal school for various reasons exceeds 190,000. How 

we guarantee high-quality educational opportunities is an urgent and challenging task facing Japan. There is 

also need to form common ground regardless of learning styles. This paper aims to consider the ways to form 

common grounds through the analysis of laws of Oregon states in the U.S., focusing on homeschooling. 

Although there is controversy on equal access for homeschoolers to attend public schools, several mechanisms 

are legally formed to facilitate and support homeschoolers in the learning opportunities and learning standards 

of public schools by providing homeschooling with legal status.

Keywords: homeschooling, public education system, common ground
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